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Ⅰ　はじめに
　近年中国は「一帯一路」政策を提唱し、「アジアインフ
ラ投資銀行」（AIIB）や「シルクロード基金」を創設する
など、ユーラシア大陸におけるプレゼンスを高めている。
AIIB に日米は参加していないが、多くの欧州諸国が資本
参加している。また「BRICS 銀行」（新開発銀行）も発足
している。習金平国家主席は「中華民族の偉大なる復興」
を唱え、中国政府は南シナ海や東シナ海において、周辺国
との軋轢も辞さず、勢力拡大を図っている。東方に進めば
米国と衝突するため、西方に進み欧州と協力関係を築く戦
略である。これが国内の供給過剰問題のはけ口となる面も
A Study on China / India’s Export to Europe and Japan’s Positioning
Masahiko Komori
Abstract
　Based on the study on the value-added trade among China, India, Europe and Japan, the positioning of Japan has 
been researched from the viewpoint of global value chain （GVC） formation.
　While India is providing Europe with IT-related services, China is eagerly exploring the European market 
through extending the transportation network and providing textile, electric machinery and other products. Both 
countries are trying to upgrade their industrial structure through innovation （e.g. reverse innovation）．With much 
fewer population, Japan may need to maintain the unique positioning in the GVC through providing high value-
added products/services to leverage the Asian countries’ growth.
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要旨
　本稿では、中国・インド・欧州・日本間の付加価値貿易を分析し、「グローバルバリューチェーン」（GVC）展開の
観点から、日本のポジショニングについて検討を行っている。
　インドは欧州に対し、IT 関連サービスなどを提供している。一方中国は、輸送網を構築した上で、繊維や電気機械
ほかの製品を供給し、欧州市場を積極的に開拓している。両国は「リバースイノベーション」にみるような技術革新を
通じ、自国の産業構造を高度化させようとしている。一方両国に比べ圧倒的に人口が少ない日本としては、高付加価値
の製品・サービスを提供することにより、GVC において独自の立ち位置を保ちつつ、アジアの成長力を生かしていく
ことが求められている。
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ある。「真珠の首飾り」作戦は、インドを包囲するような
海路の構築を目指している。これらの活動は領土問題の残
るインドを刺激し、インド政府は「ダイヤモンドのネック
レス」作戦のもと、インド洋から南シナ海に至る沿岸諸国
にアクセス拠点を整備し、米国もこれに協力している。
ミャンマー沿岸部では、中国とインドが各々開発を進めて
いる。インドとパキスタンが領有権を争うカシミール地方
は、一帯一路構想の関連事業の候補地となったため、イン
ドは強く反発した。ブータン西部の高原では、中印両軍が
国境付近で対峙した。このようにアジアでは新興国が勢力
を拡大しており、日本の相対的な地位は下落しつつある。
安部首相は従来一帯一路構想に対して慎重だったが、日本
企業の参画を妨げない姿勢に転じ、政府も省エネ・環境、
産業高度化、物流の３分野における協力指針を出した
１
。
　ギリシャなど EU 加盟国の一部は国際収支が悪化し、た
とえ新興国からでも直接投資を受け入れざるを得ない状況
にある。ギリシャが中国に売却したピレウス港は、繊維や電
子製品の陸揚げ拠点となりつつある
２
。その中でアジア新興
国、特に中国とインドは、欧州との貿易を拡大させている。
しかしGlobal Value Chain（GVC：国際的な付加価値連鎖網） 
が複雑化する中で、新興国の関与する「付加価値貿易」の実
態は必ずしも明らかになっていない。上述のような政治的
な動きは各種報道で喧伝されるが、水面下で進行する経済
活動の拡大・深化については、触れられることが少ない。
　先行研究をデータベース（EBSCOhost ほか）で調べる
と、中国の一帯一路政策（Ferdinand 2016; Peyrouse 2016; 
Stverkova 2016; Wu et al. 2015）や、AIIB（Chin 2016; 
Jin 2015; Smick 2015）といった事項については、研究が
なされている。また中国とインドを関連づけて論じたもの
もある（Mishra 2016; Nowak 2016）。一方日本について
は、一部（Katada 2016）を除き、海外では関心が乏しい。
　他方日本における研究では、石川・奥田ほか（2015）が
アジア・アフリカにおける中国の膨張や、域内大国インド
の動向などを、大局的な見地から論じている。また遊川
（2016a/b）は、一帯一路政策について、政治経済的側面
から考察している。ただしその他は、学術論文のデータ
ベース（JAIRO ほか）でみる限り、政治社会、地域経済
といった視座が中心となっている（汪 2016；黄 2016；関
下 2015；鳥谷 2016；巴特尓 2016；星野 2015）。一般書籍
では、安積（2009）が、アジアにおける印中日のポジショ
ニングの変化を大胆に論じているが、データの裏付けは必
ずしも十分ではない。
　総じて定性的な分析が多く、定量的な分析は限られてい
る印象を受ける。特に付加価値貿易の観点から、欧州～イ
ンド／中国～日本間の GVC 展開について考察した研究
は、見当たらないのが現状である。
　上記を踏まえ、本稿では主としてインド・中国・欧州間
の付加価値貿易を扱い、日本の「立ち位置」について考え
る。「バリューチェーン」は Porter（1985）の提唱した
「付加価値連鎖」の概念であるが、「グローバルバリュー
チェーン」（GVC）は、国境を越えた付加価値創出活動の
「つながり方」を扱うものである。例えばアップルの
iPhone は、米国で開発され、台湾ほかから調達した基幹
部品を組み合わせながら、中国で組み立てられ、世界各国
でマーケティングされている。GVC はこのような個別取
引の集合体であり、実態の把握は困難だが、代理変数とし
ての付加価値貿易を通じ、「仕事のやり取り」の流れを捉
えることができる。
　当研究では政治社会面よりも、定量的な経済・経営面の
事項を扱い、OECD による付加価値貿易のデータベース
（TiVA: Trade in Value Added）を用い、中国の欧州諸国
との取引拡大など、特徴的な動きを分析する。従来は一国
内で生産が完結する最終財の貿易が中心だったため、グロ
ス（総額）の統計でも問題なかったが、GVC 展開により
国際的な分業体制がとられ、複数国が生産に関与するよう
になった。このため産業連関表を元に、中間財取引を除く
ネットの付加価値ベースで貿易を計測すべく、OECD が
WTO と共に開発したのが、付加価値貿易統計である。従
来の貿易統計は「モノ」中心だが、付加価値貿易統計は非
製造業の「コト」の流れもとらえるため、インドの如く非
製造業中心の国の実態把握に適している。これまでのとこ
ろ TiVA は、日本では知名度が低いこともあり、あまり
研究に活用されておらず、本稿ではこれを用いて、欧印中
間の付加価値取引の実態を調べてみたい。
Ⅱ　日中印の欧州との取引状況
１．歴史的経緯
　古来中国西域との間では、「シルクロード」を辿って
人々が行き交い、絹織物をはじめとする交易が行われた。
絹は中国が製法を門外不出としたため貴重だったが、高価
な割に軽く扱いやすく、ラクダでの運搬には好適であった。
　一方インド西方のアラビア海では、季節風を利用してイ
ンド／ペルシャ／アラブ商人が海路で交易を行っていた。
その後イギリスが植民地支配を進め、プランテーション開
拓などのため、インド人を各地に強制移住させた結果、
「印僑」のネットワークが広がった。
　梅棹（1990）は、西洋と東洋の間の地域を「中洋」
（Medient）と呼んだ。西は欧州、東は日本ほかの高度な
文明に挟まれた、広大な地帯である。一見砂漠がちな「空
白地帯」のようだが、上述の如く意外と豊かな面もあっ
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た。中国は長らく「西部開発」が課題だったが、欧州や西
アジアとの連結性が高まれば、中国西部で新たな事業機会
が生まれる可能性がある。
　宗教面では中国は道教、インドはヒンズー教が多いが、
両国の辺境部などにはイスラム教も分布している。欧州は
キリスト教各派が中心だが、移民の中にはイスラム教徒も
おり、雇用問題やイスラム系過激派との関係から、複雑な
様相を呈している。
２ ．日中印による欧州との付加価値貿易
　このような歴史的経緯を受け、現在もなお東西の貿易が
続いている。以下では従来の貿易統計ではなく、付加価値
貿易統計により実態をみてみたい。
　TiVA は OECD（経済協力開発機構）の作成した付加価
値貿易のデータベースで、本来的に先進国が中心となって
いる。新興国のデータも増えてはいるが、一部にとどまっ
ている。以下では TiVA の1995年及び最新の2011年にお
ける「各国最終需要における付加価値の源泉」のデータを
用い、付加価値貿易の状況を見ていく。なお業種名は需要
側のものであり、供給側は（同一業種内が最多だが、他の
連関
３
も含めて考えるため）全業種としている。
　まず全体を概観すると（図１）、付加価値貿易が新興国
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図１ 付加価値貿易（全業種および主要業種） 
 
出所：TiVAから作成 
 
表１ 主要国の付加価値調達構造（左：金額，右：構成比） 
 
出所：TiVAから作成 
日
欧
印
中
（10億ドル超の取引を抜粋）
（億ドル）
197
145
159
104 94 861
32
140
38
736
1995
電光181 車123
卸113 機61 運42
化24 食24 電12
運78 卸60 車59
電光57 食56 機43
電19 化18 融18
卸15
機19
運10
機31
電光28
卸18
卸32
食22 
運13
機38 電光13 卸10
卸29 電光10 食10
日
欧
印
中
（10億ドル超の取引を抜粋）
（億ドル）
1,307
1,279
2,478
770
844
913
160
1,739
109
1,049
2011
車134 電光111 卸98
機67 運44 化36 食29
電24 通12 石10
電光98 卸96 機72
食79 車70 融53 運50
化28  ｺｻ25 電20 石17
ゴ12
卸101 繊76
食53 運36
ｺｻ35 車35
化27 石26
研20 機19
電光17 食13
通13 融12
電10
運108
機72 卸51
車50 電光32
鉄30 電28
融28 食27
農17 ｺｻ16
化16 石16
ゴ11 金10
研10
電光253 機182
車161 卸97 電76
食33 繊26 運26
農15 化11 研19
融10
卸194
電光186
繊178
機102
食79 運51
車47 電35
石14 化13
ゴ13 ｺｻ12
融11 農11
車267 機266 電光165
電108 食78 卸69 融48
運36 農30 研23 化17 通10
卸364 繊357 電光211 機133 車115 食101 運76 電61 化53 金29 研28
通26 石24 農24 ｺｻ17 融16 ゴ13
433
232
運46 機40 電光35
卸33 車23 繊20
鉄17 電16 食12
化12 石10 農10
食20 機16 電光13
車12 農12 運12 卸10
運23 機20  電光14 車13
食14 農11 卸11
（兆ﾄﾞﾙ、%）
調達
海外 0.6 26 0.8 27 0.4 23 1.0 15 0.8 13 2.1 14
国内 1.7 74 2.3 73 1.5 77 5.9 85 5.2 87 12.4 86
計 2.3 100 3.2 100 1.9 100 6.9 100 6.0 100 14.5 100
米英 独 日中印
図１　付加価値貿易（全業種および主要業種）
出所：TiVA から作成
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側で大幅に拡大し、相互の関係が強まっていることが分か
る。日欧の取引も増えてはいるが、インドや特に中国の増
加が顕著である。
　なお図表中、一帯一路政策などで中国やインドとの関係
があり、頻出する諸国や業種の略称は次の通りとした（以
下同様）。
国・地域　中：中国、韓：韓国、台：台湾、香：香港、
星：シンガポール、馬：マレーシア、尼：インドネシ
ア、泰：タイ、印：インド、欧：欧州（EU28か国）、
英：イギリス、独：ドイツ、仏：フランス、伊：イタ
リア、瑞：スイス、白：ベルギー、西：スペイン、希：
ギリシャ、捷：チェコ、波：ポーランド、露：ロシア、
土：トルコ、沙：サウジアラビア、南：南アフリカ、
豪：豪州、米：米国、加：カナダ、墨：メキシコ、伯：
ブラジル、他：その他諸国（OECD 非加盟で TiVA 対
象外の諸国）
業種　全：全産業、農：農林水産、食：食品飲料、鉱：
鉱業、石：石油精製・コークス、鉄：製鉄、金：金属
製品、繊：繊維皮革製靴、化：化学製品、ゴ：ゴム・
プラスチック製品、電光：コンピューター・電子光学
機械、電：その他電気機械、車：自動車、機：その他
機械装置、卸：卸小売、運：運輸倉庫、通：通信郵便、
融：金融、コサ：コンピューター関連サービス、研：
研究開発
３ ．各国の付加価値調達・提供構造
　次に主要国がどのように付加価値を調達しているか、そ
の内外の割合を、欧米諸国も含め見てみよう（表１；以下
は TiVA 最新の2011年のデータに基づく）。英独印は海外
調達が２割を超えているが、中日米は自国の産業基盤が強
固で、国内調達が８割を超え、全体の金額も大きく、自前
の調達を行い易い産業構造となっている。
　続いてアジア主要国の付加価値調達元・提供先を見る
（表２）。インドは「その他諸国」（非 OECD で TiVA 対象
外の諸国）との取引が最多である。インドは先進国より
も、アジア・アフリカほかの新興国との間で、付加価値を
調達・提供し合っていることが分かる。それに続くのが米
国、中国、旧宗主国のイギリスほかの欧州諸国などであ
る。一方中国は、その他諸国と共に、日本からの調達が多
い。付加価値の提供先は、米国が最大で、その他諸国と日
本が続いている。この他、ドイツほか欧州諸国との取引も
拡大している。他方日本は、中国・米国ほかから調達し、
米国・中国ほかに付加価値を提供する形となっている。欧
州との取引もあるが、中国よりも小規模に留まっている。
発展度合いが異なるほど貿易品目の補完性が高まるため、
欧州としては新興国の方が貿易上のメリットが大きい面が
ある。
表１　主要国の付加価値調達構造（左：金額、右：構成比）
出所：TiVA から作成
表２　アジア主要国の付加価値調達元・提供先（上位20か国・地域）
出所：TiVA から作成
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表２ アジア主要国の付加価値調達元・提供先（上位 20 か国・地域） 
   
出所：TiVAから作成 
表３ 調達元・提供先との取引の特化係数（上位 10 か国・地域） 
 
 
出所：TiVAから作成
表3によれば米国は米州，イギリスは欧州の「海洋諸国」
5，ドイツは欧州の「大陸諸国」への特化度が高い6。イン
                                                  
5 このうちマルタは旧イギリス領で，英語の通用する熟練労働者が多く，イギ
リスとの関係が強い。 
6 特化係数は，「世界平均の姿」に比べ，当該国への依存度が何倍高いかを示す。
単位は「倍」で，高いほど集中度が高いことになる。調達元の場合，計算式は，
「（自国の当該国からの付加価値調達額／自国の世界からの付加価値調達額）÷
ドは中東・アフリカへの特化度が高く，イスラエルやフィ
ンランドといった意外な国との取引も浮かび上がる。中国
は華人系諸国への集中度が高い。日本は東／東南アジアへ
の特化度が高い。なお特化係数は取引金額の規模を考慮し
                                                                                       
（世界の当該国からの付加価値調達額／世界の世界からの付加価値調達額）と
なる。提供先の場合，式の中の「調達」が「提供」に置き換わることになる。 
調達 億ドル 提供 億ドル
他 1,020 他 630
米 480 米 609
中 433 中 232
沙 240 英 184
独 204 独 140
日 160 仏 114
豪 153 日 109
英 141 伊 106
尼 117 沙 76
韓 101 伯 76
露 92 韓 69
星 92 加 66
南 82 尼 65
伊 73 豪 63
馬 67 西 56
仏 65 土 54
瑞 58 星 52
泰 56 泰 51
伯 53 白 51
台 50 露 45
インド
調達 億ドル 提供 億ドル
他 1,340 米 2,767
日 1,279 他 1,454
米 979 日 1,307
韓 652 独 512
独 636 韓 462
豪 586 印 433
台 452 英 413
沙 420 仏 406
露 348 加 371
伯 332 豪 355
香 269 露 349
尼 252 伊 300
馬 242 伯 269
印 232 香 235
仏 202 尼 229
英 195 台 220
泰 178 西 217
加 174 墨 177
伊 159 土 170
星 158 沙 157
中国
調達 億ドル 提供 億ドル
中 1,307 米 1,475
米 1,109 中 1,279
他 1,062 他 759
沙 505 韓 369
豪 468 台 276
尼 292 独 233
韓 286 豪 225
独 257 泰 202
露 231 尼 181
馬 177 英 180
英 166 加 162
台 163 印 160
泰 157 露 149
加 154 仏 138
仏 143 墨 115
伯 126 馬 112
伊 112 伯 106
印 109 沙 97
星 107 伊 85
瑞 101 香 77
日本
調達元　　
ﾒｷｼｺ 4.2 ﾉﾙｳｪｰ 4.1 ｵｰｽﾄﾘｱ 4.1 南ｱﾌﾘｶ 2.9 香港 3.6 ﾌﾞﾙﾈｲ 6.2
ｶﾅﾀﾞ 4.0 ﾏﾙﾀ 3.8 ﾁｪｺ 3.6 その他 2.4 台湾 3.3 豪州 3.1
ｺﾛﾝﾋﾞｱ 2.6 ｷﾌﾟﾛｽ 3.3 ﾎﾟｰﾗﾝﾄﾞ 3.3 ｻｳｼﾞｱﾗﾋﾞｱ 2.3 豪州 2.9 ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ 2.7
ｺｽﾀﾘｶ 2.3 ｱｲﾙﾗﾝﾄﾞ 2.9 ｵﾗﾝﾀﾞ 2.7 ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ 2.0 韓国 2.5 ｻｳｼﾞｱﾗﾋﾞｱ 2.6
ｲｽﾗｴﾙ 2.1 ｱｲｽﾗﾝﾄﾞ 2.5 ﾊﾝｶﾞﾘｰ 2.7 ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ 1.9 日本 2.4 ﾌｨﾘﾋﾟﾝ 2.1
ｶﾝﾎﾞｼﾞｱ 1.9 ｽﾍﾟｲﾝ 2.1 ｸﾛｱﾁｱ 2.7 豪州 1.8 ﾏﾚｰｼｱ 2.1 ﾏﾚｰｼｱ 2.0
中国 1.5 ﾃﾞﾝﾏｰｸ 1.9 ｽﾛﾍﾞﾆｱ 2.6 ﾌﾞﾙﾈｲ 1.6 ﾌｨﾘﾋﾟﾝ 2.0 ﾍﾞﾄﾅﾑ 1.9
日本 1.4 ｷﾞﾘｼｬ 1.9 ｽﾛﾊﾞｷｱ 2.5 ﾌｨﾝﾗﾝﾄﾞ 1.5 ﾁﾘ 2.0 ﾁﾘ 1.9
ｱｲﾙﾗﾝﾄﾞ 1.4 ｵﾗﾝﾀﾞ 1.8 ｽｲｽ 2.5 ﾏﾚｰｼｱ 1.4 南ｱﾌﾘｶ 1.8 ﾀｲ 1.8
台湾 1.3 ﾌﾗﾝｽ 1.8 ﾙｸｾﾝﾌﾞﾙｸﾞ 2.4 ｲｽﾗｴﾙ 1.4 ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ 1.8 中国 1.8
日米 英 独 印 中
提供先　
ﾒｷｼｺ 4.4 ｱｲﾙﾗﾝﾄﾞ 5.3 ｵｰｽﾄﾘｱ 4.2 ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ 2.5 香港 2.9 台湾 3.4
ｶﾅﾀﾞ 4.1 ﾏﾙﾀ 3.8 ｽｲｽ 3.1 ｲｽﾗｴﾙ 2.1 ｶﾝﾎﾞｼﾞｱ 2.2 ﾀｲ 2.8
ｺｽﾀﾘｶ 3.3 ｱｲｽﾗﾝﾄﾞ 3.5 ﾁｪｺ 2.9 その他 1.9 ﾍﾞﾄﾅﾑ 1.8 中国 2.4
ｱｲﾙﾗﾝﾄﾞ 2.4 ｷﾌﾟﾛｽ 3.3 ﾊﾝｶﾞﾘｰ 2.7 ｻｳｼﾞｱﾗﾋﾞｱ 1.8 日本 1.8 韓国 2.2
ｺﾛﾝﾋﾞｱ 2.3 ｵﾗﾝﾀﾞ 2.7 ﾙｸｾﾝﾌﾞﾙｸﾞ 2.7 南ｱﾌﾘｶ 1.8 韓国 1.6 ﾏﾚｰｼｱ 2.0
ﾌﾞﾙﾈｲ 1.9 ﾃﾞﾝﾏｰｸ 2.0 ﾎﾟｰﾗﾝﾄﾞ 2.5 ﾌｨﾝﾗﾝﾄﾞ 1.6 台湾 1.6 ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ 2.0
ﾌﾞﾗｼﾞﾙ 1.8 ﾉﾙｳｪｰ 1.9 ﾍﾞﾙｷﾞｰ 2.3 ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ 1.5 米国 1.5 ﾍﾞﾄﾅﾑ 1.9
ﾁﾘ 1.8 ｽｳｪｰﾃﾞﾝ 1.8 ｽﾛﾍﾞﾆｱ 2.1 ﾀｲ 1.5 ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ 1.4 ﾌｨﾘﾋﾟﾝ 1.7
ｲｽﾗｴﾙ 1.5 ｽﾍﾟｲﾝ 1.7 ﾃﾞﾝﾏｰｸ 1.9 香港 1.4 豪州 1.4 香港 1.7
ｱﾙｾﾞﾝﾁﾝ 1.5 ﾍﾞﾙｷﾞｰ 1.6 ﾙｰﾏﾆｱ 1.9 ﾍﾞﾙｷﾞｰ 1.4 ﾁﾘ 1.4 豪州 1.6
日米 英 独 印 中
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４ ．各国の付加価値取引の集中度
　さらに特化係数を用いて、取引の集中度を見てみよう
（表３）。これは「自国の当該国との取引割合」の「世界の
当該国との取引割合」に対する比率として計算される
４
。1.0
は「世界平均並み」の取引状況で、数値が大きいほど集中
度が高まる。
　表３によれば米国は米州、イギリスは欧州の「海洋諸 
国
５
」、ドイツは欧州の「大陸諸国」への特化度が高い
６
。イン
ドは中東・アフリカへの特化度が高く、イスラエルやフィ
ンランドといった意外な国との取引も浮かび上がる。中国
は華人系諸国への集中度が高い。日本は東／東南アジアへ
の特化度が高い。なお特化係数は取引金額の規模を考慮し
ていないが、純然たる取引の「集中度」を抽出できる。
　ここで一帯一路に関係する欧州諸国とアジア主要国間の
取引に、特化係数を当てはめてみると（表４）、欧州内で
は特化係数が高いが、アジアとの間では特化度が低い。欧
州内では「地域経済圏」が形成されているが、2011年時点
ではインド・中国とも欧州との関係は弱い。インドは旧宗
主国イギリスに対し、付加価値提供は特化度1.3だが、調
達は0.8に留まっており、市場としては未熟な模様である。
日中間は相互の依存度が高いが、欧州への特化度は低位に
留まっている（だからこそ中国は、今後欧州市場を開拓し
ようとしている）。日本は欧州との関係が弱く、産油国の
サウジアラビアや中国への依存度が高い。
５ ．インド・中国の欧州各国との取引状況
　次に、インド・中国の欧州各国との個別取引を掘り下げ
てみたい（表は割愛したが、以下では10億ドル以上の取引
を抜粋する）。まず付加価値の「調達元」を業種別に見る
と、インドは製造業ではドイツからの調達が多く、そのう
ち機械装置26億ドルが最多で、自動車17億ドル、電子光学
機械10億ドルが続いている。またインドは、イタリアから
も機械装置13億ドルを調達している。非製造業では、ドイ
ツから運輸倉庫31億ドル、卸小売10億ドル分の「サービ
ス」を調達している。旧宗主国のイギリスからの調達は、
金融13億ドル、運輸倉庫13億ドルと、非製造業が主体と
なっている。
　一方中国は製造業を中心として、欧州から機械類や部材
などを積極的に調達している。中でもドイツは、国別で最
大の調達先となっている。業種別にみると、自動車ではド
イツが135億ドルと最多で、イギリス27億ドル、フランス
表４　欧州アジア間の取引の特化係数
出所：TiVA から作成
表３　調達元・提供先との取引の特化係数（上位10か国・地域）
出所：TiVA から作成
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出所：TiVAから作成 
５．インド・中国の欧州各国との取引状況 
次に，インド・中国の欧州各国との個別取引を掘り下げ
てみたい（表は割愛したが，以下では 10 億ドル以上の取
引を抜粋する）。まず付加価値の「調達元」を業種別に見る
と，インドは製造業ではドイツからの調達が多く，そのう
ち機械装置26億ドルが最多で，自動車17億ドル，電子光
学機械 10 億ドルが続いている。またインドは，イタリア
からも機械装置13億ドルを調達している。非製造業では，
ドイツから運輸倉庫31億ドル，卸小売10億ドル分の「サ
ービス」を調達している。旧宗主国のイギリスからの調達
は，金融13億ドル，運輸倉庫13億ドルと，非製造業が主
体となっている。 
一方中国は製造業を中心として，欧州から機械類や部材
などを積極的に調達している。中でもドイツは，国別で最
大の調達先となっている。業種別にみると，自動車ではド
イツが 135 億ドルと最多で，イギリス 27 億ドル，フラン
ス 18 億ドル，イタリア 17 億ドル，スペイン 10 億ドルが
続いている。機械装置ではドイツが 119 億ドルと最多で，
イタリア 35 億ドル，フランス 22 億ドル，スイス 21 億ド
ル，イギリス 19 億ドル，スウェーデン 10 億ドルが続く。
電子光学機械ではドイツが60億ドルと最多で，スイス22
億ドル，イギリス20億ドル，フランス20億ドル，イタリ
ア 14 億ドルとなっている。その他電気機械ではドイツが
46 億ドル，フランスが 11 億ドルとなっている。食品飲料
では，ドイツ19億ドル，フランス14億ドルの調達となっ
ている。非製造業のうち卸小売では，ドイツが23億ドル，
フランスが11億ドルである。金融では，イギリス12億ド
ルが最大である。このように中国による欧州での調達は，
インドよりも多岐にわたっている。 
続いて欧州におけるインド・中 の付加価値「提供先」
は，国別にみると表5左端の「全産業」の如くとなってい
る。インドはイギリス，中国はドイツが最多だが，それ以
外にもインドは北欧，中国は東欧を含む多様な国々に付加
価値を提供している。 
これを業種別にみると，特徴的なのは表5中右側の3業
種である。このうち繊維では，インドもイギリスほかに付
加価値を提供しているが，中国の寄与はそれを上回り，提
供先も多方面にわたっている。電子光学機械では，インド
の寄与は小さいが，中国はドイツほか欧州主要国に多額の
寄与を行っている。特にパソコンは，最近は欧州の経済低
迷で需要が鈍化しているが，従来最終製品が中国沿海部や
重慶などから大量に供給されてきた7。一方インドは，むし
ろコンピューター関連サービスにおいて，少額ながらも北
欧を含む欧州諸国に付加価値を提供している。一例として
フィンランドのノキアは，インドに携帯電話の拠点を設け，
関連サービスも含め調達を行ってきた8。 
その他の業種でも両国の欧州諸国に対する寄与は大きい。
表は割愛したが，インドは卸小売で，イギリスに 22 億ド
ル，ドイツに16億ドル，イタリア・フランスに各14億ド
ルの付加価値を提供している。食品飲料ではドイツに 11
億ドルの付加価値を提供している。 
中国は金額の規模が一層大きく，提供先も多様である。
ドイツに対しては，上記のほか，機械装置 34 億ドル，自
動車 31 億ドル，食品飲料 23 億ドル，その他電気機械 16
億ドル，化学製品 15 億ドルの付加価値を提供している。
また非製造業では，卸小売が 70 億ドルと大きく，運輸倉
庫は 12 億ドルの付加価値提供となっている。イギリスに
対しては，上記のほか，機械装置19億ドル，自動車17億
ドル，食品飲料 14 億ドルを，さらに非製造業では卸小売
68億ドル，運輸倉庫12億ドルを提供している。南欧諸国
に対しては，中国は繊維での寄与が製造業中最も大きい（フ
ランス 63 億ドル，イタリア 59 億ドル，スペイン 36 億ド
ル）。一方，東欧の一部では，中国から調達した業種の中で，
機械装置での寄与が最大（ルーマニア3億ドル，ブルガリ
ア1億ドル）で，発展度合が低い分，中国製の機械装置で
                                                  
7 「新シルクロード 曲がり角」日経産業新聞2016.5.10。 
8 ノキアは2014年に携帯電話事業をマイクロソフトに売却し，インドでの生産
を停止した。 
英 仏 伊 希 独 捷 波 露 土 沙 印 中 日
英 - 1.5 1.1 1.6 1.5 0.8 1.1 1.0 0.9 1.3 0.8 0.5 0.5
仏 1.8 - 2.2 1.3 1.9 1.0 1.3 1.1 1.2 0.9 0.4 0.5 0.5
調 伊 1.3 2.3 - 2.6 1.8 1.6 1.8 1.4 1.9 0.9 0.5 0.5 0.4
希 1.9 1.0 2.2 - 1.9 1.1 1.2 2.0 2.4 0.4 0.4 0.2 0.2
独 1.5 1.9 1.9 1.3 - 2.9 2.5 1.4 1.3 0.8 0.7 0.8 0.4
達 捷 1.3 1.4 1.5 0.9 3.6 - 4.5 2.3 1.1 0.4 0.3 0.4 0.2
波 1.6 1.5 1.7 1.0 3.3 6.3 - 2.2 1.5 0.4 0.3 0.3 0.2
露 0.8 1.2 1.5 2.8 1.3 2.5 2.9 - 2.1 0.5 0.6 1.0 0.9
元 土 1.4 1.2 1.9 2.4 1.8 1.0 1.2 3.8 - 2.5 0.5 0.4 0.3
沙 0.3 0.5 0.7 1.2 0.2 0.1 0.2 0.3 0.7 - 2.3 1.7 2.6
印 1.3 0.8 0.9 0.6 0.7 0.4 0.4 0.6 1.2 1.8 - 0.9 0.6
中 0.8 0.7 0.7 0.5 0.7 0.8 0.8 1.2 1.0 1.0 1.1 - 1.8
日 0.6 0.4 0.3 0.2 0.5 0.3 0.4 0.9 0.6 1.1 0.7 2.4 -
提　　　供　　　先
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表２ アジア主要国の付加価値調達元・提供先（上位 20 か国・地域） 
   
出所：TiVAから作成 
表３ 調達元・提供先との取引の特化係数（上位 10 か国・地域） 
 
 
出所：TiVAから作成
表3によれば米国は米州，イギリスは欧州の「海洋諸国」
5，ドイツは欧州の「大陸諸国」への特化度が高い6。イン
                                                  
5 このうちマルタは旧イギリス領で，英語の通用する熟練労働者が多く，イギ
リスとの関係が強い。 
6 特化係数は，「世界平均の姿 に比べ，当該国への依存度が何倍高いかを示す。
単位は「倍」で，高いほど集中度が高いことになる。調達元の場合，計算式は，
「（自国の当該国からの付加価値調達額／自国の世界からの付加価値調達額）÷
ドは中東・アフリカへの特化度が高く，イスラエルやフィ
ンランドといった意外な国との取引も浮かび上がる 中国
は華人系諸国への集中度 高い。日本は東／東南アジアへ
の特化度が高い。なお特化係数は取引金額の規模を考慮し
                                                                                       
（世界の当該国からの付加価値調達額／世界の世界からの付加価値調達額）と
なる。提供先の場合，式の中の「調達」が「提供」に置き換わることになる。 
調達 億ドル 提供 億ドル
他 1,020 他 630
米 480 米 609
中 433 中 232
沙 240 英 184
独 204 独 140
日 160 仏 114
豪 153 日 109
英 141 伊 106
尼 117 沙 76
韓 101 伯 76
露 92 韓 69
星 92 加 66
南 82 尼 65
伊 73 豪 63
馬 67 西 56
仏 65 土 54
瑞 58 星 52
泰 56 泰 51
伯 53 白 51
台 50 露 45
インド
調達 億ドル 提供 億ドル
他 1,340 米 2,767
日 1,279 他 1,454
米 979 日 1,307
韓 652 独 512
独 636 韓 462
豪 586 印 433
台 452 英 413
沙 420 仏 406
露 348 加 371
伯 332 豪 355
香 269 露 349
尼 252 伊 300
馬 242 伯 269
印 232 香 235
仏 202 尼 229
英 195 台 220
泰 178 西 217
加 174 墨 177
伊 159 土 170
星 158 沙 157
中国
調達 億ドル 提供 億ドル
中 1,307 米 1,475
米 1,109 中 1,279
他 1,062 他 759
沙 505 韓 369
豪 468 台 276
尼 292 独 233
韓 286 豪 225
独 257 泰 202
露 231 尼 181
馬 177 英 180
英 166 加 162
台 163 印 160
泰 157 露 149
加 154 仏 138
仏 143 墨 115
伯 126 馬 112
伊 112 伯 106
印 109 沙 97
星 107 伊 85
瑞 101 香 77
日本
調達元　　
ﾒｷｼｺ 4.2 ﾉﾙｳｪｰ 4.1 ｵｰｽﾄﾘｱ 4.1 南ｱﾌﾘｶ 2.9 香港 3.6 ﾌﾞﾙﾈｲ 6.2
ｶﾅﾀﾞ 4.0 ﾏﾙﾀ 3.8 ﾁｪｺ 3.6 その他 2.4 台湾 3.3 豪州 3.1
ｺﾛﾝﾋﾞｱ 2.6 ｷﾌﾟﾛｽ 3.3 ﾎﾟｰﾗﾝﾄﾞ 3.3 ｻｳｼﾞｱﾗﾋﾞｱ 2.3 豪州 2.9 ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ 2.7
ｺｽﾀﾘｶ 2.3 ｱｲﾙﾗﾝﾄﾞ 2.9 ｵﾗﾝﾀﾞ 2.7 ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ 2.0 韓国 2.5 ｻｳｼﾞｱﾗﾋﾞｱ 2.6
ｲｽﾗｴﾙ 2.1 ｱｲｽﾗﾝﾄﾞ 2.5 ﾊﾝｶﾞﾘｰ 2.7 ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ 1.9 日本 2.4 ﾌｨﾘﾋﾟﾝ 2.1
ｶﾝﾎﾞｼﾞｱ 1.9 ｽﾍﾟｲﾝ 2.1 ｸﾛｱﾁｱ 2.7 豪州 1.8 ﾏﾚｰｼｱ 2.1 ﾏﾚｰｼｱ 2.0
中国 1.5 ﾃﾞﾝﾏｰｸ 1.9 ｽﾛﾍﾞﾆｱ 2.6 ﾌﾞﾙﾈｲ 1.6 ﾌｨﾘﾋﾟﾝ 2.0 ﾍﾞﾄﾅﾑ 1.9
日本 1.4 ｷﾞﾘｼｬ 1.9 ｽﾛﾊﾞｷｱ 2.5 ﾌｨﾝﾗﾝﾄﾞ 1.5 ﾁﾘ 2.0 ﾁﾘ 1.9
ｱｲﾙﾗﾝﾄﾞ 1.4 ｵﾗﾝﾀﾞ 1.8 ｽｲｽ 2.5 ﾏﾚｰｼｱ 1.4 南ｱﾌﾘｶ 1.8 ﾀｲ 1.8
台湾 1.3 ﾌﾗﾝｽ 1.8 ﾙｸｾﾝﾌﾞﾙｸﾞ 2.4 ｲｽﾗｴﾙ 1.4 ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ 1.8 中国 1.8
日米 英 独 印 中
提供先　
ﾒｷｼｺ 4.4 ｱｲﾙﾗﾝﾄﾞ 5.3 ｵｰｽﾄﾘｱ 4.2 ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ 2.5 香港 2.9 台湾 3.4
ｶﾅﾀﾞ 4.1 ﾏﾙﾀ 3.8 ｽｲｽ 3.1 ｲｽﾗｴﾙ 2.1 ｶﾝﾎﾞｼﾞｱ 2.2 ﾀｲ 2.8
ｺｽﾀﾘｶ 3.3 ｱｲｽﾗﾝﾄﾞ 3.5 ﾁｪｺ 2.9 その他 1.9 ﾍﾞﾄﾅﾑ 1.8 中国 2.4
ｱｲﾙﾗﾝﾄﾞ 2.4 ｷﾌﾟﾛｽ 3.3 ﾊﾝｶﾞﾘｰ 2.7 ｻｳｼﾞｱﾗﾋﾞｱ 1.8 日本 1.8 韓国 2.2
ｺﾛﾝﾋﾞｱ 2.3 ｵﾗﾝﾀﾞ 2.7 ﾙｸｾﾝﾌﾞﾙｸﾞ 2.7 南ｱﾌﾘｶ 1.8 韓国 1.6 ﾏﾚｰｼｱ 2.0
ﾌﾞﾙﾈｲ 1.9 ﾃﾞﾝﾏｰｸ 2.0 ﾎﾟｰﾗﾝﾄﾞ 2.5 ﾌｨﾝﾗﾝﾄﾞ 1.6 台湾 1.6 ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ 2.0
ﾌﾞﾗｼﾞﾙ 1.8 ﾉﾙｳｪｰ 1.9 ﾍﾞﾙｷﾞｰ 2.3 ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ 1.5 米国 1.5 ﾍﾞﾄﾅﾑ 1.9
ﾁﾘ 1.8 ｽｳｪｰﾃﾞﾝ 1.8 ｽﾛﾍﾞﾆｱ 2.1 ﾀｲ 1.5 ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ 1.4 ﾌｨﾘﾋﾟﾝ 1.7
ｲｽﾗｴﾙ 1.5 ｽﾍﾟｲﾝ 1.7 ﾃﾞﾝﾏｰｸ 1.9 香港 1.4 豪州 1.4 香港 1.7
ｱﾙｾﾞﾝﾁﾝ 1.5 ﾍﾞﾙｷﾞｰ 1.6 ﾙｰﾏﾆｱ 1.9 ﾍﾞﾙｷﾞｰ 1.4 ﾁﾘ 1.4 豪州 1.6
日米 英 独 印 中
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18億ドル、イタリア17億ドル、スペイン10億ドルが続いて
いる。機械装置ではドイツが119億ドルと最多で、イタリ
ア35億ドル、フランス22億ドル、スイス21億ドル、イギリ
ス19億ドル、スウェーデン10億ドルが続く。電子光学機械
ではドイツが60億ドルと最多で、スイス22億ドル、イギリ
ス20億ドル、フランス20億ドル、イタリア14億ドルとなっ
ている。その他電気機械ではドイツが46億ドル、フランス
が11億ドルとなっている。食品飲料では、ドイツ19億ド
ル、フランス14億ドルの調達となっている。非製造業のう
ち卸小売では、ドイツが23億ドル、フランスが11億ドルで
ある。金融では、イギリス12億ドルが最大である。このよ
うに中国による欧州での調達は、インドよりも多岐にわ
たっている。
　続いて欧州におけるインド・中国の付加価値「提供先」
は、国別にみると表５左端の「全産業」の如くとなってい
る。インドはイギリス、中国はドイツが最多だが、それ以
外にもインドは北欧、中国は東欧を含む多様な国々に付加
価値を提供している。
　これを業種別にみると、特徴的なのは表５中右側の３業
種である。このうち繊維では、インドもイギリスほかに付
加価値を提供しているが、中国の寄与はそれを上回り、提
供先も多方面にわたっている。電子光学機械では、インド
の寄与は小さいが、中国はドイツほか欧州主要国に多額の
寄与を行っている。特にパソコンは、最近は欧州の経済低
迷で需要が鈍化しているが、従来最終製品が中国沿海部や
重慶などから大量に供給されてきた
７
。一方インドは、むし
ろコンピューター関連サービスにおいて、少額ながらも北
欧を含む欧州諸国に付加価値を提供している。一例として
フィンランドのノキアは、インドに携帯電話の拠点を設
け、関連サービスも含め調達を行ってきた
８
。
　その他の業種でも両国の欧州諸国に対する寄与は大き
い。表は割愛したが、インドは卸小売で、イギリスに22億
ドル、ドイツに16億ドル、イタリア・フランスに各14億ド
ルの付加価値を提供している。食品飲料ではドイツに11億
ドルの付加価値を提供している。
　中国は金額の規模が一層大きく、提供先も多様である。
ドイツに対しては、上記のほか、機械装置34億ドル、自動
車31億ドル、食品飲料23億ドル、その他電気機械16億ド
ル、化学製品15億ドルの付加価値を提供している。また非
製造業では、卸小売が70億ドルと大きく、運輸倉庫は12億
ドルの付加価値提供となっている。イギリスに対しては、
上記のほか、機械装置19億ドル、自動車17億ドル、食品飲
料14億ドルを、さらに非製造業では卸小売68億ドル、運輸
倉庫12億ドルを提供している。南欧諸国に対しては、中国
は繊維での寄与が製造業中最も大きい（フランス63億ド
ル、イタリア59億ドル、スペイン36億ドル）。一方、東欧の
一部では、中国から調達した業種の中で、機械装置での寄
与が最大（ルーマニア３億ドル、ブルガリア１億ドル）で、
発展度合が低い分、中国製の機械装置でも需要がある模様
である。東欧はインフラが老朽化し、産業も未発達なため、
中国の力を必要としている面がある。貿易と同じく付加価
値の交換は、相互に補完性がある時に最も有効となる。
　総じて、インドは卸小売や運輸倉庫といったサービス業
を提供し、そのために必要な「ものごと」を調達してお
り、新興国との取引が多い。一方中国は、機材や部品など
を調達し、完成品を先進国や新興国の市場に提供する役割
を担っている。他方日本は、原材料や燃料、食料などを調
達し、高度に加工を加えた上で、自動車や機械装置といっ
表５　インド・中国の業種別付加価値提供先
出所：TiVA から作成
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貿易と同じく付加価値の交換は，相互に補完性がある時に
最も有効となる。 
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達し，完成品を先進国や新興国の市場に提供する役割を担
っている。他方日本は，原材料や燃料，食料などを調達し，
高度に加工を加えた上で，自動車や機械装置といった高付
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日中はものづくりが，付加価値創出の主体となっている。
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Ⅲ 関連するアジア企業 
 以上マクロの観点から，取引の全体像を見てきた。次に
ミクロの視点から，関連する主要企業の事例を見てみたい。
インド企業や，特に中国企業は国策の後押しもあり，欧州
市場に深く入り込みつつある。 
１．インド企業 
 インドは英植民地の時代から欧州と交易してきたが，現
在では前述のように周辺の新興国との取引が多くなってき
ている。所得水準の高い欧州市場に関係するのは，表6の
ような企業と考えられる。 
表６ 主なインド企業の欧州進出状況 
企業 概要 
タタ 
コンサ
ルタン
シ― 
Tata Consultancy Servicesはタタ財閥系で，インド最大
の IT サービス企業。本社はムンバイで，欧州各地に 20
弱の拠点がある。東欧ではハンガリーに開発センターがあ
る。9 
イン 
フォ 
シス 
Infosys Technologiesは ITサービス大手。本社はバンガロ
ールで，欧州各地に拠点がある。本社敷地内には，世界の
著名建築物を模したオフィスビルが並ぶ。同社のニレカニ
CEO は，フリードマンに『フラット化する世界』執筆の
着想を与えた。10 
ウィ 
プロ 
Wipro Technologies 家庭用品の製造に始まり，ITサー
ビス大手に発展した。バンガロールの本社は「キャンパス」
                                                  
9 TCSウェブサイトwww.tcs.com（2017年3月18日閲覧）。 
10 Friedman, T. “It's a Flat World, After All,” New York Times Magazine, 
April 3, 2005. 
と呼ばれ，従業員の教育訓練が行われている。欧州では仏
独蘭，北欧3か国に拠点があり，主要欧米企業と提携しな
がら事業を拡大している。11 
マヒン
ドラ 
Mahindra& Mahindraは，乗用車やオート三輪，農機な
どのメーカー。東欧を含む欧州各地に拠点を持つほか，ド
イツで鋳鍛造会社を買収した。三菱重工業・三菱農機とは
業務提携関係にある。12 
サン 
ファ 
ーマ 
Sun Pharmaceutical Industriesは，ジェネリック医薬品
のメーカー。本社はムンバイにある。第一三共から同業の
ランバクシーラボラトリーズを取得した。イスラエル，ハ
ンガリーに製造拠点を有す。13 
出所：各社ウェブサイト，各種報道から作成 
 みずほコーポレート銀行（2008）によれば，IT サービ
スの大手3社は，「2000年問題」対応などを通じ，北米と
イギリスで既に顧客基盤を有しており，次の市場として非
英語圏の欧州大陸の顧客を開拓している。各国市場は言語
や文化面で参入障壁が高いが，インドの3社はグローバル
なレベルの ITサービスを提供でき，地場 ITサービス企業
に比べると価格面で優位性がある。 
 このほかインド企業による欧州企業の買収例として，タ
タ自動車の英ジャガー／ランドローバー買収，タタ製鉄の
英コーラス買収14，ドクターレディの独製薬会社ベータフ
                                                  
11 Wiproウェブサイトwww.wipro.com（2017年3月18日閲覧）。 
12 Mahindraウェブサイトwww.mahindra.com（2017年3月18日閲覧）。 
13 Sunウェブサイトwww.sunpharma.com（2017年3月18日閲覧）。 
14 ただし鋼材市況低迷で売却も検討されている：「タタ製鉄，英国事業売却を
検討」日本経済新聞2016.3.31。 
全産業 （億ﾄﾞﾙ）
ｲｷﾞﾘｽ 184 ﾄﾞｲﾂ 512
ﾄﾞｲﾂ 140 ｲｷﾞﾘｽ 413
ﾌﾗﾝｽ 114 ﾌﾗﾝｽ 406
ｲﾀﾘｱ 106 ｲﾀﾘｱ 300
ｽﾍﾟｲﾝ 56 ｽﾍﾟｲﾝ 217
ﾍﾞﾙｷﾞｰ 51 ﾎﾟｰﾗﾝﾄﾞ 109
ｵﾗﾝﾀﾞ 43 ｽｲｽ 71
ｽｳｪｰﾃﾞﾝ 27 ｵﾗﾝﾀﾞ 66
ﾌｨﾝﾗﾝﾄﾞ 27 ｽｳｪｰﾃﾞﾝ 63
ｽｲｽ 26 ﾉﾙｳｪｰ 60
ﾃﾞﾝﾏｰｸ 17 ﾁｪｺ 51
ﾎﾟｰﾗﾝﾄﾞ 16 ﾍﾞﾙｷﾞｰ 51
ﾉﾙｳｪｰ 15 ｵｰｽﾄﾘｱ 46
ｷﾞﾘｼｬ 11 ﾌｨﾝﾗﾝﾄﾞ 38
ｷﾞﾘｼｬ 34
ﾃﾞﾝﾏｰｸ 33
ｱｲﾙﾗﾝﾄﾞ 21
ﾙｰﾏﾆｱ 20
ﾎﾟﾙﾄｶﾞﾙ 20
ｽﾛﾊﾞｷｱ 18
ﾊﾝｶﾞﾘｰ 16
（10億ドル以上の取引を抜粋）
印→欧 中→欧
繊維 （億ﾄﾞﾙ）
ｲｷﾞﾘｽ 18 ｲｷﾞﾘｽ 71
ﾄﾞｲﾂ 13 ﾄﾞｲﾂ 65
ｲﾀﾘｱ 12 ﾌﾗﾝｽ 60
ﾌﾗﾝｽ 11 ｲﾀﾘｱ 59
ｽﾍﾟｲﾝ 8 ｽﾍﾟｲﾝ 36
ﾎﾟｰﾗﾝﾄﾞ 2 ﾎﾟｰﾗﾝﾄﾞ 14
ﾉﾙｳｪｰ 7
ｽｲｽ 7
ｵｰｽﾄﾘｱ 7
ｽｳｪｰﾃﾞﾝ 7
ｷﾞﾘｼｬ 5
ﾁｪｺ 4
ｵﾗﾝﾀﾞ 4
ﾌｨﾝﾗﾝﾄﾞ 4
ｱｲﾙﾗﾝﾄﾞ 3
ﾍﾞﾙｷﾞｰ 3
ﾎﾟﾙﾄｶﾞﾙ 3
ﾃﾞﾝﾏｰｸ 2
ｽﾛﾊﾞｷｱ 2
（2億ドル以上の取引を抜粋）
中→欧印→欧
電子光学機械 （億ﾄﾞﾙ）
ﾄﾞｲﾂ 4 ﾄﾞｲﾂ 48
ｲｷﾞﾘｽ 2 ｲｷﾞﾘｽ 36
ﾌﾗﾝｽ 2 ﾌﾗﾝｽ 34
ｲﾀﾘｱ 2 ｲﾀﾘｱ 28
ｽﾍﾟｲﾝ 18
ﾎﾟｰﾗﾝﾄﾞ 11
ｽｲｽ 9
ｽｳｪｰﾃﾞﾝ 4
ﾍﾞﾙｷﾞｰ 4
ﾉﾙｳｪｰ 4
ﾁｪｺ 3
ｵｰｽﾄﾘｱ 3
ﾌｨﾝﾗﾝﾄﾞ 3
ﾊﾝｶﾞﾘｰ 3
ｷﾞﾘｼｬ 2
ｵﾗﾝﾀﾞ 2
（2億ドル以上の取引を
　抜粋）
印→欧 中→欧
ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰ関連ｻｰﾋﾞｽ
（億ﾄﾞﾙ）
ｲﾀﾘｱ 7 ﾄﾞｲﾂ 3
ﾄﾞｲﾂ 7 ﾌﾗﾝｽ 2
ﾌｨﾝﾗﾝﾄﾞ 5 ｲｷﾞﾘｽ 2
ｽｳｪｰﾃﾞﾝ 4 ｲﾀﾘｱ 2
ﾃﾞﾝﾏｰｸ 3 ｽﾍﾟｲﾝ 1
ｲｷﾞﾘｽ 2 ｽｳｪｰﾃﾞﾝ 1
ﾌﾗﾝｽ 2 ﾃﾞﾝﾏｰｸ 1
ﾍﾞﾙｷﾞｰ 1 ｵﾗﾝﾀﾞ 1
ｽﾍﾟｲﾝ 1
ｵﾗﾝﾀﾞ 1
（1億ドル以上の取引を
　抜粋）
印→欧 中→欧
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た高付加価値の製品を提供している。概してインドはサー
ビス、日中はものづくりが、付加価値創出の主体となって
いる。
Ⅲ　関連するアジア企業
　以上マクロの観点から、取引の全体像を見てきた。次に
ミクロの視点から、関連する主要企業の事例を見てみた
い。インド企業や、特に中国企業は国策の後押しもあり、
欧州市場に深く入り込みつつある。
１ ．インド企業
　インドは英植民地の時代から欧州と交易してきたが、現
在では前述のように周辺の新興国との取引が多くなってき
ている。所得水準の高い欧州市場に関係するのは、表６の
ような企業と考えられる。
表６　主なインド企業の欧州進出状況
企　業 概　　　要
タタコンサル
タンシー
Tata Consultancy Services はタタ財閥系で、
インド最大の IT サービス企業。本社はムン
バイで、欧州各地に20弱の拠点がある。東欧
ではハンガリーに開発センターがある
９
。
インフォシス
Infosys Technologies は IT サービス大手。本
社はバンガロールで、欧州各地に拠点がある。
本社敷地内には、世界の著名建築物を模した
オフィスビルが並ぶ。同社のニレカニ CEO
は、フリードマンに『フラット化する世界』
執筆の着想を与えた
10
。
ウィプロ
Wipro Technologies は家庭用品の製造に始ま
り、IT サービス大手に発展した。バンガロー
ルの本社は「キャンパス」と呼ばれ、従業員
の教育訓練が行われている。欧州では仏独蘭、
北欧３か国に拠点があり、主要欧米企業と提
携しながら事業を拡大している
11
。
マヒンドラ
Mahindra& Mahindra は、乗用車やオート三
輪、農機などのメーカー。東欧を含む欧州各
地に拠点を持つほか、ドイツで鋳鍛造会社を
買収した。三菱重工業・三菱農機とは業務提
携関係にある
12
。
サンファーマ
Sun Pharmaceutical Industries は、ジェネ
リック医薬品のメーカー。本社はムンバイに
ある。第一三共から同業のランバクシーラボ
ラトリーズを取得した。イスラエル、ハンガ
リーに製造拠点を有す
13
。
出所：各社ウェブサイト、各種報道から作成
　みずほコーポレート銀行（2008）によれば、IT サービ
スの大手３社は、「2000年問題」対応などを通じ、北米と
イギリスで既に顧客基盤を有しており、次の市場として非
英語圏の欧州大陸の顧客を開拓している。各国市場は言語
や文化面で参入障壁が高いが、インドの３社はグローバル
なレベルの IT サービスを提供でき、地場 IT サービス企
業に比べると価格面で優位性がある。
　このほかインド企業による欧州企業の買収例として、タ
タ自動車の英ジャガー／ランドローバー買収、タタ製鉄の
英コーラス買収
14
、ドクターレディの独製薬会社ベータファー
ム買収、トレントの独製薬会社ホイマン買収、ランバク
シーによるルーマニアの製薬会社テラピアの買収、バル
ティエアテルの蘭通信会社ザインアフリカ買収、スズロン
エナジーによる独風力タービンのリパワーおよびベルギー
のハンセントランスミッション買収などがある
15
。ただし中
国と異なり、純民間企業としての投資がほとんどである。
２ ．中国企業
　一帯一路に関連が強いのは、運輸やインフラ関連企業な
どであり、中国の場合その多くが国有企業となっている
（表７）。企業買収も国策に則り、国有企業が行い、国有銀
行が資金援助することが多い。
表７　主な中国企業の欧州進出状況
企　業 概　　　要
中国鉄路
中国鉄道省を引き継ぐ国有鉄道会社。中国各地
で高速鉄道を、また欧州との間でコンテナ貨物
列車を運行している。空路より安く、海路より
速い利点を生かし、電子部品や機械類を中国か
ら欧州へ、また農産物やワインなどを欧州から
中国へ運んでいる。２階建ての「大陸横断高速
列車」構想もあるが（１階が貨物、2階は旅客）、
旅客・貨物量の確保が必要となっている
16
。
中国中鉄、
中国鉄建
両社とも鉄道建設を中核とする総合建設会社で、
国務院国有資産監督管理委員会の傘下にある。
関連会社で「中低速リニア鉄道」も建設してい
る。アフリカほかで海外事業を展開しているが、
東南アジアや中南米、欧米での鉄道建設では、
受注過程での贈賄や、工事中のトラブル、事業
計画縮小／停止といった問題が頻発している
17
。
中国中車
国有企業の中国南車と中国北車が合併してでき
た、国内最大の鉄道車両製造会社。世界でも最
大級で、一帯一路政策を受け、車両輸出の増加
が見込まれている。ドイツの品質管理認証会社、
TUV ノードと業務提携し、鉄道車両の国際安全
認証を得ている
18
。
招商局国際
招商局集団は中央政府の管理する大型国有企業
の一つで、港湾管理や工業団地開発のほか、金
融・不動産、高速道路、海運（中国外運長航）
などの関連会社を傘下に持つ。みずほ証券とは
共同で投資ファンドを設立している。原油の輸
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送能力は世界有数である。国策を受けた海外展
開が多く、アフリカやアジアに進出している。
招商局国際は、ナイジェリアのラゴス港、トー
ゴのロメ港、ジブチ港、スリランカのコロンボ
港に出資し、中国政府によるスリランカのハン
バントタ港、タンザニアのバガモヨ港の整備事
業にも参画している。仏海運大手のターミナル
リンクに49％出資し、世界各地のコンテナ埠頭
にアクセスを得た。なおベトナム南部サオマイ
ベンディン地区では、港湾整備事業への参画で
現地側と合意したが、スプラトリー（南沙）諸
島の領有権を巡る両国政府の対立で、計画が宙
に浮いている
19
。
中国遠洋
海運
国有企業２社が合併してできた、国内最大の海
運会社。川崎重工業との合弁により、揚子江沿
岸や旅順で世界最大級の造船所を運営している。
海外ではシンガポール港、UAE（アブダビ）の
ハリファ港、エジプトのスエズ運河、トルコの
アンバルリ港、ベルギーのアントワープ港、オ
ランダのロッテルダム港のコンテナ埠頭運営会
社に出資している。EU のゲートウェイとなる
ギリシャでは、欧州最大のピレウス港の運営会
社を買収した。海運不況による需要減を補うべ
く、ベルギーでは合弁により風力発電の設備を
輸送・設置している
20
。
国家電網
中国最大、国有の送配電網事業者。フィリピン、
ギリシャ、ベルギー、イタリア、ポルトガルほ
かの送電／電力会社に出資し、積極的に海外進
出しているが、豪州では電力公社の買収を政府
に阻止された。アジアから欧州にかけての電力
インフラの基盤を固める役割を担い、一帯一路
の「先兵」となる可能性がある。ソフトバンク
の日中韓露を結ぶ「スーパーグリッド構想」に
参画し、スマートグリッドや電気自動車の充電
ステーションにも取り組んでいる
21
。
中国港湾
工程
国有の交通インフラ建設大手、中国交通建設の
子会社で、浚渫ほか港湾建設などを担当。パキ
スタンのグワダル港の運営権を、シンガポール
の PSA 社から取得した。中パ経済回廊を通って
運ばれた、コメや機械などの貨物が、グワダル
港から輸出されている
22
。
中国華信
能源
国有大手が主体の石油分野で急成長する民営大
手。中央アジアや中東アフリカで石油権益を次々
と取得している。チェコでは銀行、航空、鉄鋼、
ビール、メディア、旅行サイト、サッカークラ
ブなどに出資している。創業者の葉簡明董事会
主席は習国家主席に近いとされ、チェコのゼマ
ン大統領が催す会合にも培席した。チェコに集
中投資して「全面戦略的布陣」を敷き、一帯一
路の先兵の役割を担っている
23
。
中興通訊
ZTE として知られる通信機器大手。携帯端末の
生産と共に、国内外で携帯電話網を設置している。
第５世代移動通信システム（5G）開発など、「中
国製造2025」における重点分野の一翼を担う。
華為技術
通信機器大手。携帯端末の生産と共に、国内外
で携帯電話網を構築している。未開地にも積極
果敢に人員を派遣し、現地の通信インフラを整
備してきた。世界で初めて移動通信の「分散型
基地局システム」を商用化し、大手設備会社の
支配する欧州市場に参入し、北欧のエリクソン
にも採用され、世界に拡販した。消費電力の少
ないナローバンドの IoT チップも開発し、イン
フラの遠隔集中管理を可能にしている
24
。
新希望六和
中国最大の農畜産・食品企業。国内の飼料生産
や食糧調達が本業だが、海外でも投資を行って
いる。東南アジアや南アジアで、畜産や水産の
プロジェクトを実施し、現地で販売して収益を
得ている。三井物産、丸紅と提携関係にある
25
。
出所：各社ウェブサイト、各種報道から作成
３ ．含　意
　インド企業は、歴史的な関係のある欧州市場においても
活動している。ただしインドの発展は、「2000年問題」以
降、米国が IT 関連業務を外注したことによるところが大
きい。英語がひろく通用し、米印間の半日弱の時差を活か
し、業務を引き継ぎながら迅速に進められる利点もあっ
た。これにより力を付けたインド企業が、続いて欧州市場
も開拓し始めたというのが、現在の姿と思われる。
　これに対し中国は、その多くが国有企業で、政府の手厚
い支援を享受しながら、猛烈な勢いで欧州に進出してい
る。中国政府は、一帯一路の関連諸国において、各種イン
フラを整備しており、地盤を築きつつある。インドに比
べ、中国は国をあげて欧州とのパイプを堅固なものにしつ
つある。欧州市場開拓の熱意は、インド企業よりも中国企
業で強く感じられる。
Ⅳ　考　察
１．中国の西進
　欧印中日間の付加価値貿易は、1995年時点では日本の欧
州への付加価値提供が最大であった。しかし中国の付加価
値貿易が、1995年から2011年にかけて顕著に増加し、日本
を凌駕するようになった。その中にあって中国は、日本と
の付加価値貿易も拡大させており、日本から機械装置や基
幹部品などを調達し、完成品を欧米に提供する役割を担っ
ている。
　中国は日米と同様、国内に裾野産業が形成されており、
自前の調達も可能な産業構造となっている。しかし依然大
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部分は東／東南アジア諸国から調達しており、特に華人諸
国との関係が強い。付加価値の提供先は先進国および新興
国となっているが、米国に比べ欧州とのつながりは従来弱
かった面があり、今ここで欧州市場を開拓しようとしている。
　国際定期貨物鉄道「中欧班列」は、重慶・独デュイスブ
ルグ間で開通し、周辺国の諸都市を結んでいる。国家鉄道
局は「中欧班列建設発展計画」を策定し、国内主要都市に
集荷場を設置し、鉄路を大幅に増便しつつ、沿海港湾を活
用して海陸一貫の国際輸送体制を構築し、「ユーラシア陸
上国際一貫輸送ルート」を形成しようとしている
26
。
　前述の統計分析によれば、中国はドイツに、機械装置、
自動車、電子光学機械などを提供している。またイギリス
には、繊維、機械装置、自動車などを提供している。概略
の傾向としては、南欧諸国には繊維、東欧諸国には機械を
提供している。東欧はインフラ整備や産業開発が依然必要
で、中国製の機械装置を活用する余地がある。
　世界経済の低迷を受け、「中国頼み」という形で中国へ
の求心力が強まっている。しかし中国国内でも、少子高齢
化が進み、需要が伸び悩む中、鉄鋼などの生産能力は過剰
なため、構造改革が必要で、社会的な不満も鬱積してい
る。政府は経済・外交・軍事を組み合わせ、地域格差や鉄
鋼などの供給過剰といった国内問題の「はけ口」を外に求
めようとしている。南／東シナ海で勢力拡大を図っている
のも、その表れだろう。国内需要には限りがあるため、国
営銀行が資金を提供し、海外で各種インフラを整備し、労
働者を送り込み、海外で「仕事」をするようになってきて
いる。
　AIIB は「政治的に中立」というが、出資比率や経営陣
は中国に偏っている。シルクロード基金は共産党政府の影
響が一層強く、国営企業など中国企業がアジア各地のイン
フラ整備を受注する可能性が高い。中国人は東欧を含む欧
州にも、相当数が移住している。華人が現地で帰化すれ
ば、華人ネットワークは一層拡大・深化することになる。
　ただし従来欧州は、中国との関係に慎重である。先進国
が多く文化的にも成熟した欧州と、「中華思想」のもと勢
力圏の拡大を図る新興国とでは、相容れない部分が大き
く、中国人の排斥運動も起きた。しかし既にイタリアの
ローマやプラート、スペインのマドリードなどでは、温州
人系の繊維工場など中国系企業が集積し、欧州各地に中華
街が形成されている
27
。
　西欧諸国はかねてより、移民の問題に悩んでおり、それ
がイギリスの EU 離脱の一因ともなった。キャメロン政権
は主に経済的事情から、中国との関係構築に熱心だった
が、メイ首相は対中慎重派である。中国はイギリスを突破
口として EU との関係を強化しようとしていたが、イギリ
スの EU 離脱により、作戦変更を余儀なくされている
28
。
　発展段階で考えると、中国とイギリスは補完関係にあっ
たが、東欧では単純労働者が多く、中国人とはライバル関
係になり得る。例えば東欧と中国はいずれも、「ファース
トファッション」の生産基地となっており、受注面での競
合があり得る。
　中国はパソコンやプリンターなどの一大生産拠点となっ
てきた。欧州は購買力が高く、電子光学製品の需要があ
る。中国沿海部の人件費が高騰したため、生産拠点を長江
の河川交通も利用可能な重慶に移し、完成品を貨物列車で
欧州へ運ぶビジネスモデルが成功してきた。最近は鉄道網
が広がり便数も増加し、日用品や雑貨などが欧州に供給さ
れるようになっている
29
。
２ ．インドのルックイースト
　インドは独立後、自国産業育成のため外国製品の輸入を
制限していた経緯があり、世界経済からやや孤立した独自
路線を歩んできた。表１の付加価値貿易の状況をみても、
1995年時点では、GVC にさほど組み込まれていない印象
がある。2011年になると取引規模は拡大したが、取引先は
欧州中心で、中国や、特に日本との間では、取引があまり
多くない。インドはむしろ、新興国などから成る「その他
諸国」との取引が最大である。特化係数でみても、中東・
アフリカや東南アジアとのつながり方が強く表れている。
特に南アフリカ、ケニア、タンザニアなどサブサハラアフ
リカには「印僑」が多く、その流通網を活用できる。アフ
リカは所得水準や気候、インフラの状況がインドに近く、
インド市場向けの製品を転用できる利点もある。
　欧州との間では、印→欧は844億ドル、欧→印は770億ド
ルで、インドが物資を提供する方が大きい。また取引の規
模は、中国に比べ小さい。インドは所得が低く購買力が弱い
ため、欧州の市場としてはまだ魅力的でないようである。
　欧州各国とのつながりは、旧宗主国のイギリス以外は必
ずしも強くない。ただし特化係数をみると、フィンランド
の如く、意外な国とも取引していることが分かる。これ
は、ノキアの携帯電話工場がチェンナイにあったことなど
によるものである。このほかドイツ、フランス、イタリア
といった欧州主要国とは、相応の取引が行われている。
　業種別にみると、インドは繊維も提供しているが、むし
ろ卸小売など非製造業での寄与が大きい。特にソフトウェ
アの受託開発など、コンピューター関連サービスが特徴で
ある。付加価値の調達も、運輸倉庫、金融など、サービス
業主体となっている。その背景には、インドの製造業は未
発達で、卸小売、運輸倉庫など非製造業が主体となってい
ることがある。
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　このようにインドは、英植民地であった割には、欧州と
の関係が必ずしも強くなく、アジアほかの新興国とのつな
がりが強い。このような状況もあり、モディ政権は「ルッ
クイースト」政策を唱え、日本を「学ぶべき国」の主対象
としている。日本としてはインドとの関係強化の好機である。
３ ．日本の立ち位置
⑴　先行研究からの示唆
　徐（2014）は、米国人の創造力を「異人」、日本人の改
善精神を「職人」、中国人の商魂逞しい柔軟性を「商人」
に例え、これらの組み合わせが重要だと述べている。米国
人は iPhone の如く、潜在的ニーズを見つけ、技術と市
場、ハードとソフトの双方を見つつ、トータルデザインを
考えながら、イノベーションを生んでいる。一方日本人は
「技術主導」で、微細な作り込みに長け、「弁当」の如く
様々な機能を製品に詰め込むが、オーバースペックになり
がちで、開発者の「自己満足」という面もある。他方中国
人は「市場主導」で、消費者ニーズが顕在化すれば、ユー
ザー目線に立ち、模倣など手段を選ばず市場に参入し、商
機を獲得するという。
　一方、楠木（2014）は経営戦略論の立場から、独自のポ
ジションを保ち、利益と成長を持続させている企業を「ク
オリティ企業」（Q 企業）と呼び、鴻海などの「オポチュ
ニティ企業」（O 企業）と区別している
30
。後者は成長する
新興国、前者は成熟期の欧州に多い。日本ではコマツ（建
設機械）、ダイキン工業（空調）、日本電産（モーター）、
伊藤園（茶飲料）、ファーストリテイリング（ユニクロ）、
ピジョン（哺乳瓶）、ユナイテッドアローズ（ファッショ
ン小売）、マクロミル（インターネット調査）などが Q 企
業の例で、いずれも「一意専心」の専業性が特徴となって
いる。「技術で勝って事業で負ける」と揶揄される「品質
偏重」主義ではなく、優れた特質を差別化された価値とし
て顧客に届けるストーリー性が秀逸だという。
　他方、諸上（2012）は、マーケティングの立場から、図
２のような枠組みによる日本の「リ・ポジショニング」を
唱えている。これまで日本企業は、自動車や家電製品の如
く、Quality/Cost/Delivery を効率的に達成し、「良いもの
を安く」提供するタイプⅣが多かった。一方パソコンなど
消費者用エレクトロニクスの世界では、米デルの如くタイ
プⅢの企業が出現し、台湾の EMS を活用し、中国で大量
生産し、「良いものをはるかに安く」提供するビジネスが
急増した。独フォルクスワーゲンも遅れまいと、モジュー
ル型のアーキテクチャーを大胆かつ積極的に導入してい
る
31
。他方韓国のサムスンや LG は基本的にタイプⅣだが、
携帯やテレビで中国の追い上げを受け、大規模投資により
タイプⅠ（高級ブランド品）も志向し始めている。なおタ
イプⅡは、米アップルや拡張現実（Augmented Reality）
関連の製品にみる如く、タイプⅣとはビジネスモデルとし
ての断絶が大きく、タイプⅣからの挑戦はリスクと調整コ
ストが高くなる恐れがあるという。日本としてはタイプⅠ
の先行例として、レクサスやインフィニティ、フェアレ
ディＺといった旗艦ブランドが既に存在しており、今後の
事業展開の方向性として選択可能ではある。ただし諸上
は、日本はものづくりこそ得意だが、韓国企業に比べ「過
少マーケティング」状態にあるため、ブランドイメージの
PR のみならず、現地に密着した顧客ニーズの把握と機敏
な製品適応、販売網の拡張・管理などが課題となると指摘
している。
⑵　欧州と日本
　前述の如く、欧印中日間においては、1995年時点で日本
が最大の付加価値提供国だったが、2011年時点では中国に
圧倒され、相対的地位が低下している。欧州との取引は増
えてはいるが、他国ほど伸びていない。むしろ中国との相
互依存が拡大している感がある。
　日本は国内の産業集積のお陰で、海外調達に依存せずと
も国内で多くの部材が調達可能となっている。これは付加
価値の源泉となり得るが、技術革新の速い IT 関連業界な
どでは、外部調達に比べ対応が遅れる場合もある。
　日本の調達元は中国が最大、提供先は米国が最大であ
る。欧州との取引もあるが、ドイツは調達で８位、提供で
６位に留まっている。イギリスは調達で11位、提供で10位
である。むしろ日本は東南アジアとの関係が深く、資源調
達先としてはブルネイ、豪州、サウジアラビアなどが重要
である。付加価値の提供先は、東アジア（台湾、中国、韓
国など）や東南アジア（タイ、マレーシアなど）が主で、
欧州とのつながりは強くない。
　中国の西域にはシルクロードが通り、交易が行われてい
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応，販売網の拡張・管理などが課題となると指摘している。 
図２ ものづくりとマーケティングの 
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（２）欧州と日本 
前述の如く，欧印中日間においては，1995年時点で日本
が最大の付加価値提供国だったが，2011年時点では中国に
圧倒され，相対的地位が低下している。欧州との取引は増
えてはいるが，他国ほど伸びていない。むしろ中国との相
互依存が拡大している感がある。 
日本は国内の産業集積のお陰で，海外調達に依存せずと
も国内で多くの部材が調達可能となっている。これは付加
価値の源泉となり得るが，技術革新の速い IT 関連業界な
どでは，外部調達に比べ対応が遅れる場合もある。 
日本の調達元は中国が最大，提供先は米国が最大である。
欧州との取引もあるが，ドイツは調達で8位，提供で6位
に留まっている。イギリスは調達で11位，提供で10位で
ある。むしろ日本は東南アジアとの関係が深く，資源調達
先としてはブルネイ，豪州，サウジアラビアなどが重要で
ある。付加価値の提供先は，東アジア（台湾，中国，韓国
など）や東南アジア（タイ，マレーシアなど）が主で，欧
州とのつながりは強くない。 
中国の西域にはシルクロードが通り，交易が行われてい
た。天竺（インド）もその先に繋がっていた。一帯はもと
もとの交易圏であり，大陸上の大国である中印が欧州と繋
がろうとするのは，自然な流れである。一方日本は「極東
の島国」で，ユーラシア大陸から離れており，不利な立地
にある。 
日本企業は米国市場に続いて，欧州市場の開拓を目指し
てきた。自動車や電気機械のみならず，最近は日本食（魚
介類，肉類，有機生産物など）や衣類（ユニクロほか），生
活雑貨（無印良品ほか），アニメ・漫画などが，「クールジ
ャパン」として評価されるようになっている。しかし日本
全体としては，依然米国やアジアとの関係が強く，欧州と
日本は総じて「遠い関係」にある。中国 欧州への接近に
比べると，まだ迫力不足の感がある。そのような状況下，
アジアの成長力を勘案すると，インドと連携しつつ，中国
の対欧進出の波にも乗るという方策が浮かび上がってくる。 
（３）インドと日本 
モディ政権は“Make in India”のスローガンのもと，製造
業を振興し雇用機会を増やそうとしている。中国や先発
ASEAN諸国では，人手不足で人件費が高騰している。こ
れに対しインドは膨大な労働力を有し，賃金水準は依然低
く，東南アジアに続く「次の生産拠点」と目されている。
インドの立地は中東・アフリカや欧州にも近く，輸出に便
利である。鴻海系の富士康科技集団（フォックスコン）は，
ノキアのチェンナイ工場を買収し，追加設備投資を行って，
小米科技のスマートフォンを製造している。 
インド人は，経営資源が限られる中，機知と工夫で斬新
な解決策を生み出すことが得意である。「ジュガード」とは，
間に合わせの解決策，その場しのぎの応急処置のことをい
うが，ビジネスでも様々な課題や制約を克服するため，草
の根的で斬新な工夫が生み出されている32。「リバースエン
ジニアリング」の例として，GE はインドにおいて電池稼
働で鞄に入る「携帯型心電計」を開発し，従来品が 2000
ドル以上のところを800ドルで販売しており，僻地での医
療コスト削減に貢献したのみならず，欧州の個人開業医も
続々と購入するようになった。東日本大震災では，被災地
の医療支援で活躍し，別途同じく途上国向けに開発された
「ソーラーランタン」（太陽光充電式の灯り）と共に重宝さ
れた33。 
このようなインドの草の根的な開発力に気付き，それを
活用している日系企業もある。日産のゴーン社長は，「イン
ドで全く新しい考え方を学ぶべき」とし，社員を同国に派
遣し，「フルーガル」（質素／倹約）なエンジニアリングを
推進している。同社はインドで，新興国向けに機能を絞っ
た低価格車の開発や，ITをフル活用したシミュレーション
（試作減で開発費用低減）などに取り組んでいる34。 
また三菱農機はマヒンドラ＆マヒンドラの出資を 33%
受け入れ，インドの現地事情に即し，農業機械の開発や市
場開拓を共同で進めていく方針である。マヒンドラはチェ
ンナイに研究開発拠点「マヒンドラリサーチバレー」35を
設け，やはり「フルーガル」なイノベーションを推進して
いる。経営資源が限られ，恵まれない労働環境の中で，イ
ンドの理工系人材は物事を観察し，本質的な要素を論理的
                                                  
32 「ジュガード」は，パンジャブ州の村人が，あり合わせの材料で自動車を作
ったことに由来している。洗濯機によるラッシーの撹拌，圧力鍋のエスプレッ
ソマシン，古タイヤでの靴修理，コーラによる綿花の害虫駆除，人の毛髪染料
による水牛の毛の艶出し，保温ボックスによる保育器など，「目的外使用」も頻
繁である。 
33 Govindarajan and Trimble (2012)，ⅲ頁，247-276頁。 
34 「カルロスゴーン」日経情報ストラテジ 2ー012.4号，17-22頁。 
35 日産の開発拠点「ルノー日産テクノロジー＆ビジネスセンターインディア」
も，マヒンドラリサーチバレー内に立地している。 
図２　ものづくりとマーケティングのタイプ別ポジショニング
出所：諸上（2012），221頁から作成
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た。天竺（インド）もその先に繋がっていた。一帯はもと
もとの交易圏であり、大陸上の大国である中印が欧州と繋
がろうとするのは、自然な流れである。一方日本は「極東
の島国」で、ユーラシア大陸から離れており、不利な立地
にある。
　日本企業は米国市場に続いて、欧州市場の開拓を目指し
てきた。自動車や電気機械のみならず、最近は日本食（魚
介類、肉類、有機生産物など）や衣類（ユニクロほか）、
生活雑貨（無印良品ほか）、アニメ・漫画などが、「クール
ジャパン」として評価されるようになっている。しかし日
本全体としては、依然米国やアジアとの関係が強く、欧州
と日本は総じて「遠い関係」にある。中国の欧州への接近
に比べると、まだ迫力不足の感がある。そのような状況
下、アジアの成長力を勘案すると、インドと連携しつつ、
中国の対欧進出の波にも乗るという方策が浮かび上がって
くる。
⑶　インドと日本
　モディ政権は“Make in India”のスローガンのもと、
製造業を振興し雇用機会を増やそうとしている。中国や先
発 ASEAN 諸国では、人手不足で人件費が高騰している。
これに対しインドは膨大な労働力を有し、賃金水準は依然
低く、東南アジアに続く「次の生産拠点」と目されてい
る。インドの立地は中東・アフリカや欧州にも近く、輸出
に便利である。鴻海系の富士康科技集団（フォックスコ
ン）は、ノキアのチェンナイ工場を買収し、追加設備投資
を行って、小米科技のスマートフォンを製造している。
　インド人は、経営資源が限られる中、機知と工夫で斬新
な解決策を生み出すことが得意である。「ジュガード」と
は、間に合わせの解決策、その場しのぎの応急処置のこと
をいうが、ビジネスでも様々な課題や制約を克服するた
め、草の根的で斬新な工夫が生み出されている
32
。「リバー
スエンジニアリング」の例として、GE はインドにおいて
電池稼働で鞄に入る「携帯型心電計」を開発し、従来品が
2000ドル以上のところを800ドルで販売しており、僻地で
の医療コスト削減に貢献したのみならず、欧州の個人開業
医も続々と購入するようになった。東日本大震災では、被
災地の医療支援で活躍し、別途同じく途上国向けに開発さ
れた「ソーラーランタン」（太陽光充電式の灯り）と共に
重宝された
33
。
　このようなインドの草の根的な開発力に気付き、それを
活用している日系企業もある。日産のゴーン社長は、「イ
ンドで全く新しい考え方を学ぶべき」とし、社員を同国に
派遣し、「フルーガル」（質素／倹約）なエンジニアリング
を推進している。同社はインドで、新興国向けに機能を
絞った低価格車の開発や、IT をフル活用したシミュレー
ション（試作減で開発費用低減）などに取り組んでいる
34
。
　また三菱農機はマヒンドラ＆マヒンドラの出資を33％受
け入れ、インドの現地事情に即し、農業機械の開発や市場
開拓を共同で進めていく方針である。マヒンドラはチェン
ナイに研究開発拠点「マヒンドラリサーチバレー
35
」を設
け、やはり「フルーガル」なイノベーションを推進してい
る。経営資源が限られ、恵まれない労働環境の中で、イン
ドの理工系人材は物事を観察し、本質的な要素を論理的に
見極め、手作りで機械や試作品を作り、独創的なアイデア
や解決法を生み出している。開発された機械類は多少不格
好でも、本質的な機能は十分で、何よりコストが安く、限
られた経営資源で最大の効用を発揮できる。地道で着実な
イノベーションであり、日本としても学ぶべき点は多い。
なおアジアで需要の多い稲作向けのトラクターは、畑作向
けと異なり湿地でも使えるよう、軽量化して操作性を高め
る必要があり、その点日系メーカーの技術・ノウハウが有
益となる
36
。
　インドは製造業の育成に貪欲であり、日本のものづくり
のノウハウを学習する余地が大きい。「国家資本主義」の
もと巨額の資金を投じて技術を開発する中国と異なり、イ
ンドは草の根的に斬新なアイデアを積み重ね、お金をかけ
ずにブレイクスルーを見出していくやり方が多く、日本流
の「カイゼン」とも親和性が高い。在大阪インド総領事の
ヴィカース・スワループ氏も、「ジュガード＋カイゼンは
最強」だと述べている（河野 2013）。同氏によれば、日本
企業の強みはハイエンドで信頼される製品作りとイノベー
ション能力にあり、インド企業にはそのような魅力を引き
出し、機知や機転を利かし物事に対応する能力があるた
め、インドのジュガードと日本のカイゼンが結び付けば、
あらゆるマーケットで勝ち抜くことができるという。
⑷　中国と日本
　中国企業は依然として、日本の高度な部材をあてにして
いる面がある。スマートフォンでは、ソニーのイメージセ
ンサー、ジャパンディスプレイの液晶パネルなどが活用さ
れている。これらは日本企業が世界シェアで首位の高度な
部材である
37
。IT 関連では、Internet of Things が家電や自
動車に応用され、ビッグデータや人工知能（AI）の活用、
自動運転化といった動きもある。各種ロボットやクラウド
向けのデータシステムなど、IT 関連業界は依然発展の余
地がある。「技術立国」の日本としては、職人技ともいえ
る技術やノウハウを提供しながら、中国による付加価値貿
易拡大に相乗りする形で、生き残っていく道が考えられ
る。
53中国・インドの対欧輸出と 日本の立ち位置に関する一考察
　日本の自動車部品や精密機械は、欧州でも需要がある
が、納期は厳格化している。流行を追うファーストファッ
ションも含め、短納期化が求められている。日本通運はカ
ザフスタンの国営鉄道と連携し、日本製品を中国の港から
中央アジアを経て欧州まで、貨物鉄道で輸送しようとして
いる
38
。鉄道輸送は安全・確実で、船便より速く、航空便よ
り安い。
　研究開発力のある日本としては、GVC 展開の中で、
Made in Japan の信頼性の高い基幹部品や、日本式の高付
加価値なサービスを提供することにより、中国に寄与して
いくことができる。技術流出を懸念する向きもあるが、
「オープンイノベーション」の時代でもあり、ノウハウの
全てを提供せずとも、経済的合理性に基づいて「商売」に
徹し、契約書を交わしつつビジネスライクに付き合ってい
くことはできよう。都内に IoT の研究拠点を設けた
ZTE、船橋に通信機器の工場を建設する華為技術の如く、
わが国の研究開発や技術力への関心は依然高い
39
。
　中国は折しも、「中国製造2025」のもと、製品開発力を
高め、イノベーションを進め、製造業の高度化を目指す方
針である
40
。阿（2009）が「モノマネ工場」と表現した如
く、従来は模倣が多く、大量生産による低価格性が売り
だったが、「微創新」（小さな革新）が数多く生まれつつあ
る。リバースエンジニアリングの例として、GE の上海拠
点が、日米向けの機種は高すぎるため、小型移動式の超音
波検査装置を開発したところ、廉価版の機種が世界中で売
れるようになった。これは携帯性に優れ、使いやすく出来
ているため、先進国でも救急車内や手術室、救急救命室に
おいて、予備診断などに活用されるようになった
41
。このた
め GE は、中国市場のニーズが自社の技術を革新すると確
信し、中国の必要とする石炭利用技術など環境エネルギー
分野にも取り組むようになった
42
。欧州も当初こそ中国に懐
疑的だったが、一部企業は中国企業の出資を受け入れるな
ど、徐々に変化しつつある。他方インドの労働者は、目を
輝かせながら、懸命にものづくりのノウハウを学ぼうとし
ている。インドの先には中東アフリカなど西方市場が拡が
り、人的ネットワークもある。日本は職人気質のままで、
「良いものは売れる」と言ってばかりもいられず、商人根
性を発揮して商機を見つけ、実利を取りに行く必要もあろ
う。
　世界経済における存在感が薄れる中、島国の「小国」日
本は、もはや大陸の「大国」中国のように量や規模を追い
求める必要はなく、GVC の中で独自の付加価値を提供し
続けていけばよいことになる。野村総合研究所（2015）
は、日本は中国に比べ自動車、自動化ロボット、環境機
器、高齢者介護、小売、コンテンツなどに強みがあるとし
ている。このようにわが国としては、GVC のなかで独自
のポジショニングを維持していく道が相応しいのではない
かと思われる。
今後の研究課題
　今回は国ベースの付加価値貿易を扱ったが、ミクロの企
業活動も扱おうとすると、多国籍企業の企業内貿易や拠点
配置といった視点も重要となってくる。日系企業はインド
や中国の現地法人において、技術やものづくりの精神性、
きめ細かで行き届いたサービスなど、現地企業だけでは得
難い付加価値を提供している面がある。このような論点
は、今後の研究課題とさせていただきたい。
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